







































































































































れた。他日と同様、政治・経済・社会・文化に関する多岐にわたる研究報告と討論が行われたが、報告者は自らの関心に近い経済に関する二つのパネルに参加した。第六二セッションでは 一九世紀後半から第一次世界大戦期にい るまでのオスマン朝経済に関する報告が行わ 報告者はいずれも大学院生であったが、オスマン朝末期の殖産興業の実態や対外債務をめぐる西洋
列強による利害対立の位相について、新しい資料や統計を利用して新説を打ち出そうとする意欲的な報告であった。第八一セッションでは、近年急速に成長 いるハラール製品に関する報告が行われ シンガポールとトルコを対象としたそれぞれの報告では、単にハラール製品の伸張に関する現状分析にとどまらず そのようなブームを呼び起こしているイスラームと食と経済をめぐる新しい価値観やビジョンについての興味深い考察が行われた。　
この日の午後には、サミール・アミーン













































































































ることであるが、同時並行 パネルが多すぎるため、せっかく質の高い発表をし いるのに、フロアの数 少ない場合がまま見られ、また当日の発表キャンセルも相次ぐなど、今回の運営には改善すべき点があるように思われた。次回二〇一八年の開催国はまだ決まっていないが、唯一の地球規模の中東関係大会なので、さら 実り多いものとなるように祈りた 。?????“N
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回大会でもパネルを組織したが、今回は内容的にその発展形と言える。これまでダラム大学イスラーム経済・金融研究センターとの協力で研究を推進してき ので、今回も同センター長のメフメット アシュタイ氏、同センター 博士号を取ったロシア出身のエレーナ・プラトノヴァ氏 英国側から加わり 日本側からは 岡慎介氏、京都大学で博士号を取った川村藍氏が報告行った。　
四本の報告はそれぞれ力作であり、フロ
アを交えて熱心な討論が行われ、充実した時間を過ごすことができた。イスラーム経済には、伝統の再活性化（長岡報告のザカート・ワクフ論） 、イスラーム化され近代的経済制度（プラトノヴァ報告 湾岸諸国のイスラーム銀行の社会責任投資、川村報告のイスラーム金融の民事紛争解決制度） 、今後 世界経済システム 改革へ向けたありうべき 経済 貢献（アシュタイ報告の持続的発展へ向けたイス
ラーム金融の意義）などの側面がある。この研究分野は比較的新しく「フロンティア科学」と呼ぶに値するが、それだけに前望性のある を続けていくことが大事であろう。今回 パネルで その一端を示すことができたと思うが、参加者との討論を交えて、前望 を持つことの重要性をいっそう強く感じた。　
次回の大会の開催地はこれから決まる
が、さらにこの続きのパネルを組織したいと思う。今回の大会でもいろいろなを見たが、イスラーム経済に関する報告は、残念な ら私たちのパネルを除くとごくわずかであった 国際イスラーム経済学会には非常に多くの研究者や実務家 集まるので、この世界大会のような多様な研究者の集まる機会に異分野交流をも 少し進めるのが望ましいよう 思う。?????“N
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スラーム地域研究の第一期の立ち上げ時から続いている英国ダラム大学と京都大学のイスラーム経済・イスラーム金融に関する国際共同研究の一環として組織された。座長として小杉泰（京都大学） 、報告メンバーとし 、報告者（メフメット・アシュタイ、英国ダラム大学） 、長岡慎介（京都大学） 川村藍（京都大学） 、エレーナ・プラトノヴァ（ 合計五名がパネルに参画した。以下、各報告について簡単に振り返ることに たい。　
報告者（メフメット・アシュタイ）は、


































































主なものとしては、第一報告では、移動者のホスト社会への適応モデルの析出と適応状況を分岐させる関連要因の探索が、第二報告では日本の調査結果との比較が、第三報告では、バンコクのムスリムにおける国際移動者と国内移動者の生活実態および宗教実践行動における差異 析出 その関連要因の検討などが行われた。第四報告（小島宏氏）は、日本・韓 ・台湾におけ ハラール食品の消費 のあり方に注目し、消費行動に影響する関連要因を析出することを目的としたも であった。　
フロアからは、この分野において、マク
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